
Ⅰ　結　果　の　概　要

（ 事業所規模１～４人 ）

１　きまって支給する給与

２　年間特別給与

表１　産業別、性別きまって支給する給与及び年間特別給与と支給割合

きまって支給する給与 年 間 特 別 給 与 ( 勤 続 １ 年 以 上 )

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 支給割合 男 子 支給割合 女 子 支給割合

円 円 円 円 カ月 円 カ月 円 カ月

TL 調 査 産 業 計 144,859 184,238 111,132 115,429 0.80 144,607 0.78 89,384 0.80 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x x x x - x - x - 

Ｄ 建 設 業 195,766 216,960 98,717 47,669 0.24 58,315 0.27 2,113 0.02 

Ｅ 製 造 業 174,101 223,867 108,075 169,187 0.97 243,561 1.09 72,919 0.67 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - 

Ｇ 情 報 通 信 業 239,726 293,488 110,128 560,955 2.34 669,155 2.28 41,662 0.38 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x - x - x - 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 137,987 168,225 117,572 99,792 0.72 133,544 0.79 76,556 0.65 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x - x - x - 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 192,178 215,725 154,797 206,607 1.08 221,639 1.03 186,216 1.20 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 198,447 219,847 163,740 189,738 0.96 178,224 0.81 206,738 1.26 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 95,046 125,819 74,959 217 0.00 533 - - - 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 103,717 129,588 92,304 1,152 0.01 - - 1,695 0.02 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 90,472 134,483 69,133 55,626 0.61 132,257 0.98 27,462 0.40 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 143,592 156,530 140,661 184,025 1.28 194,021 1.24 181,649 1.29 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x - x - x - 

Ｒ そ の他のサ ービ ス 業 151,128 183,382 111,512 151,704 1.00 154,908 0.84 147,057 1.32 

全国平均（調査産業計） 187,962 253,593 138,922 191,014 1.02 266,638 1.05 133,184 0.96 

 平成 23 年７月における常用労働者１人平均きまって支給する現金給与額は調査産業計で 144,859

円であった。性別では男子が 184,238 円、女子が 111,132 円で女子は男子の 60.3％であった。 

産業別にみると、情報通信業が 239,726 円で最も高く、以下、学術研究 ,専門・技術サービス業

198,447 円、建設業 195,766 円、不動産業，物品賃貸業 192,178 円、製造業 174,101 円、サービ

ス業（他に分類されないもの）151,128 円、医療，福祉 143,592 円、卸売業，小売業 137,987 円、

生活関連サービス業,娯楽業 103,717 円、宿泊業,飲食サービス業 95,046 円、教育,学習支援業 90,472

円の順となっている。 

全国と比較すると全国平均の 187,962 円を 100 とした場合、本県は 77.1 となっている。 

平成 22 年８月から平成 23 年７月までの１年間に支払われた特別給与は 115,429 円で、これを、

平成 23 年７月のきまって支給する給与に対する割合（以下「支給割合」という）でみると 0.80 か

月であった。 

男女別では、男子が 144,607 円（支給割合 0.78 か月）、女子は 89,384 円（支給割合 0.80 か月）

で女子は男子の 61.8％となっている。 

全国と比較すると全国平均の 191,014 円（支給割合 1.02 か月）を 100 とした場合、本県は 60.4％

となっている。 
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図１　きまって支給する給与の産業間比較 （調査産業計　＝　100）

３　出勤日数及び実労働時間

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

100.0

135.1
120.2

165.5

95.3

137.0

65.6 71.6
62.5

99.1 104.3

132.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

調
査
産
業
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

卸
売
業
，
小
売
業

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
，
専
門
・

技
術
サ
ー
ビ
ス
業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，

娯
楽
業

教
育
・
学
習
支
援
業

医
療
，
福
祉

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
業

出　勤　日　数 １日の実労働時間

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 男 子 女 子

日 日 日 時間 時間 時間

TL 調 査 産 業 計 21.4 22.8 20.1 7.0 7.7 6.4 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x x x x x x 

Ｄ 建 設 業 22.9 23.3 20.9 7.8 8.0 6.8 

Ｅ 製 造 業 21.8 22.9 20.5 7.5 7.8 7.0 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - 

Ｇ 情 報 通 信 業 22.1 22.3 21.5 7.4 7.7 6.7 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x x x 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 22.5 24.1 21.3 6.9 7.6 6.5 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x 

Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 22.2 23.1 20.9 7.5 7.8 6.9 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 22.1 22.1 22.1 8.1 8.1 8.0 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 19.6 22.3 17.8 6.2 7.4 5.4 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 20.6 20.0 20.8 6.8 7.3 6.6 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 15.1 19.6 12.9 5.4 5.8 5.2 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 21.8 21.1 22.0 6.9 6.9 6.8 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x 

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 21.8 23.6 19.6 7.5 8.0 7.0 

20.6 21.9 19.7 7.1 7.9 6.5 全国平均（調査産業計）

平成 23 年７月の出勤日数は 21.4 日で、男子が 22.8 日、女子が 20.1 日となっている。産業別

にみると、建設業が 22.9 日と最も多く、最も少ないのは教育,学習支援業の 15.1 日となっている。

また、１日の実労働時間は調査産業計で 7.0 時間である。 
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４　常用労働者

図２　常用労働者の産業別構成

表３　産業別・性別常用労働者構成

その他
 2.0

宿泊業,飲食
サービス業

13.0

卸売業,小売業
27.9

教育,学習
支援業 5.0

生活関連
サービス業,
娯楽業 6.9

建設業
8.7

その他の
サービス業

10.4

医療,福祉
 10.5

学術研究等
4.6

不動産業,
物品賃貸業

4.4

製造業
4.3

情報
通信業
2.3

沖  縄

情報
通信業
1.4

宿泊業,飲食
サービス業

10.8

医療,福祉
  9.0

不動産業，
物品賃貸業

  4.1

教育，学習
支援業
 3.1

複合サービス
事業 1.6

金融業,
保険業
1.2

卸売業,小売業
28.8

その他の
サービス業  5.8

製造業
8.8

生活関連
サービス業,

娯楽業
  8.9 建設業

9.7

学術研究等
 5.7

運輸業,
郵便業
0.9

 全　 国

産業別構成（調査産業計＝100） 性別構成（男女計＝100）

産　　　　　業 計 男　　子 女　　子

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％ ％

TL 調 査 産 業 計 33,831 100.0 15,608 100.0 18,223 100.0 100.0 46.1 53.9 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x - x - x - - - - 

Ｄ 建 設 業 2,944 8.7 2,417 15.5 528 2.9 100.0 82.1 17.9 

Ｅ 製 造 業 1,440 4.3 821 5.3 619 3.4 100.0 57.0 43.0 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - 

Ｇ 情 報 通 信 業 778 2.3 550 3.5 228 1.3 100.0 70.7 29.3 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x - x - x - - - - 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 9,443 27.9 3,806 24.4 5,637 30.9 100.0 40.3 59.7 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x - x - x - - - - 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,478 4.4 907 5.8 571 3.1 100.0 61.4 38.6 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,544 4.6 955 6.1 589 3.2 100.0 61.9 38.1 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 4,401 13.0 1,738 11.1 2,663 14.6 100.0 39.5 60.5 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,350 6.9 720 4.6 1,631 9.0 100.0 30.6 69.4 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 1,705 5.0 557 3.6 1,148 6.3 100.0 32.7 67.3 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 3,543 10.5 654 4.2 2,888 15.8 100.0 18.5 81.5 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x - x - x - - - - 

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 3,513 10.4 1,936 12.4 1,577 8.7 100.0 55.1 44.9 

2,205,866 - 943,359 - 1,262,506 - 100.0 42.8 57.2 全国平均（調査産業計）

計 男 子 女 子

事業所規模１～４人における常用労働者は 33,831 人であった。産業別にみると卸売業,小売業が

9,443 人(27.9%)と最も多く、以下、宿泊業,飲食サービス業 4,401 人(13.0%)、医療,福祉 3,543

人(10.5%)、サービス業（他に分類されないもの）3,513 人(10.4%)、建設業 2,944 人(8.7%)、

生活関連サービス業,娯楽業 2,350 人(6.9%)、教育,学習支援業 1 ,705 人(5.0%)、学術研究,専門・

技術サービス業 1,544 人(4.6%)、不動産業,物品賃貸業 1,478 人(4.4%)、製造業 1,440 人(4.3%)、

情報通信業 778 人(2.3%)の順となっている。 

また、性別では男子 46.1％、女子 53.9％と女子の割合が高い。女子の割合が最も高い産業は、医

療,福祉の 81.5％であった。 
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